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役員等報酬等に関する規程 
 
（目的） 

第一条  この規程は、社会福祉法人一寿会（以下「法人」という。）の定款第九条

及び第二三条の規定に基づき、役員等の報酬等について定めるものとする。 

 

（定義） 

第二条  この規程でいう役員等とは、会長、理事、監事及び評議員をいう。 

（１）常勤役員とは、法人が定める場所に勤務する者をいう。 

（２）非常勤役員とは、前号に定める者以外の役員をいう。 

 

（報酬等の支給） 

第三条  役員等には、勤務形態に応じて、次のとおり報酬を支給する。 

（１）常勤役員については、報酬を支給する。 

（２）非常勤役員等については、業務に応じた報酬を支給する。 

 

（報酬等の算定） 

第四条  役員等に対する報酬等の額は、次の各号による報酬等の区分に応じて定め

るものとする。 

（１）常勤役員については、別表１に定める額を支給する。 

（２）非常勤役員等については、別表２に定める額を支給する。 

（３）職務上の交通費については役員等費用弁償規程に基づき支給する。 

 

（法人職員との併給） 

第五条 法人及び施設に勤務する職員を兼務し、職員給与を支給している役員につ

ては、別紙３に定める額を併給する。 

 

（報酬等の支給方法） 

第六条 役員等に対する報酬支給時期は、毎月２０日とする。ただし、その日が休

日に当たるときは、法人給与等支給規則第４条に準じた日とする。 

２ 評議員会及び理事会に出席したことに対する報酬は、当該会議に出席した都度、

支給する。 

３ 報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額及び本人から申し出のあ

ったときは、立替金、積立金等を控除して支給する。 
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（報酬等の日割り計算） 

第七条 新たに常勤役員等に就任した者には、その日から報酬を支給する。 

２ 常勤役員等が退任し、又は解任された場合は、前日までの俸給を支給する。 

３ 月の途中における就任、退任、又は解任の場合の報酬額については、そのつき

の総日数から日曜日及び土曜日の日数を差し引いた日数を基準として日割によ

って計算する。 

４ 本条第２項の規定にかかわらず、常勤役員等が死亡によって退任した場合、そ

の月までの報酬を支給する。 

 

（端数の処理） 

第八条 この規程により、計算金額に１円未満の端数が生じたときには、次のとお

り端数処理を行う。 

 （１）５０銭円未満の端数については、これを切り捨てる。 

 （２）５０銭以上１円未満の端数については、これを１円に切り上げる。 

 

（退職金の支給） 

第九条 役員（非常勤の理事及び監事を除く）が退任した時は、退職金を別表４に

基づき算出された額を上限に、理事については理事会で決議し、監事、評議員につ

いては評議員会で決議して支給する。但し、法人及び施設に勤務する職員を兼務し

職員給与を支給している役員につては、法人及び施設職員の退職金に関する規定に

よる額を支給する。 

 

（功労金の支給基準） 

第十条 在任期間中、特に功労があったと認められる役員に対し理事会の決議を経

て、別表４に規定する額を上限として功労金を支給することができる。 

 

（退職金の支給方法） 

第十一条 退職金及び功労金は最終退任時に合算して支給する。 

２ 役員が在任中死亡した時は、退職金及び功労金を弔慰金として遺族に支給する。 

３ 銀行口座振り込みにより支給する。 

 

（公表） 

第十二条 当法人は、この規程をもって、社会福祉法第５９条の２第３項に定める

報酬等の支給の基準として公表する。 
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（改廃） 

第十三条 この規程の改廃は、評議員会の承認を受けて行う。 

 

（補則） 

第十四条 この規程の実施に関し必要な事項は、会長が理事会の決議を経て、別に

定めることとする。 

 

  附則 

 この規定は平成２９年６月１７日から施行する。 

 この規定は令和４年４月１日から施行する。 

この規定は令和５年１１月２１日から施行する。 
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別表 １ 

 

 

＜常勤役員の報酬＞ 

役員報酬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※法人運営・経営の実績及び経験年数に基づき号俸を理事会で決定する。 

 ※法人及び施設に勤務する職員を兼ねる理事は別表３号に基づく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

号俸 支払基準額（月額） 

１号俸 ３５０,０００円 

２号俸 ４５０,０００円 

３号奉 ５５０,０００円 

４号奉 ６５０,０００円 

５号奉 ７５０,０００円 

６号奉 ８５０,０００円 

７号奉 ９５０,０００円 

８号奉 １,０００,０００円 

９号奉 １,１００,０００円 

１０号奉 １,２００,０００円 

１１号奉 １,３００,０００円 
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別表 ２ 

 

 

＜非常勤役員等の報酬＞ 

理事 

理事会への出席 ３０,０００円 

上記の他、法人業務

のための出勤 

 

３０,０００円 

監事 

監事監査への出席 ４０,０００円 

上記の他、法人業務

のための出勤 

 

３０,０００円 

評議員 

評議員会への出席 ３０,０００円 

上記の他、法人業務

のための出勤 

 

３０,０００円 

評議員選任・解任委員 

委員会への出席 ３０,０００円 

上記の他、法人業務

のための出勤 

 

３０,０００円 
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別表 ３ 

 

 

＜法人及び施設に勤務する職員を兼ねる理事の報酬＞ 

役員報酬表Ⅱ 
号俸 就任期間 基準額（月額） 

１号俸 １期・２期 ３０，０００円 

２号俸 ３期・４期 ４０，０００円 

３号俸 ５期・６期 ５０，０００円 

４号俸 ７期・８期 ６０，０００円 

５号俸 ９期・10 期 ７０，０００円 

６号俸 11 期・12 期 ８０，０００円 

７号俸 13 期・14 期 ９０，０００円 

８号俸 15 期・16 期 １００，０００円 

９号俸 17 期・18 期 １１０，０００円 

10 号俸 19 期以上 １２０，０００円 

※通常は法人経営の実績及び就任期間に基づき号俸を理事会で決定する。 

※但し、経営の実績が著しく損なわれた場合はこの限りではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 7 

別表４ 

 

（１）常勤役員の退職慰労金の算定式 

 

＜最終報酬月額×在任年数×係数＝退職慰労金＞ 

 

係数 

役 職 係 数 

理事長 ２．０ 

常務理事 ― 

理事（兼務職員） ― 

 

（２）非常勤役員の退職金 
役 職 退職金（円） 

非常勤理事 ２００,０００ 

評議員 ２００,０００ 

監事 ２００,０００ 

 

（３）役員の功労金 
区 分 １人当りの上限（円） 

理事長 １,０００,０００ 

常務理事 ５００,０００ 

理事（兼務職員） ２００,０００ 

非常勤理事 １００,０００ 

評議員 １００,０００ 

監事 １００,０００ 

 

（４）退職金の減額 

故意または重大な過失等により法人に損害を与えた、または 

名誉を傷つけた者については、理事会の決議により退職金慰労金

を減額することができる。 

 

（５）在任年数 

  上記在任年数は１ヶ年単位し、１年未満の端数がある場合に

は、その端数を１年に切り上げる。 


